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共謀罪（テロ等準備罪）法案が成立すると、「共謀罪（テロ等準備罪）
法」という法律があらたにできることになる。

テロ等準備罪（共謀罪）法案は、「組織犯罪処罰法」という、もともとある
法律の改正案です。ですから、成立すれば、組織犯罪処罰法の一部が
変わることになります。

「ハイジャック防止条約」「爆弾テロ防止条約」「海洋航行不法行為防止
条約」「核テロリズム防止条約」「テロリズム資金供与防止条約」など、日
本がすでに締結しているテロ防止関連の国際条約は13本です。

TOC条約(国連組織犯罪防止条約)は、マフィアや暴力団など組織的犯
罪集団による国境を超えた経済犯罪を防ぐためにつくられた国際条約
で、テロ対策を目的とするものではありません。この条約は国連が掲げ
るテロ防止関連条約のリストにも載っていません。

政府はたびたびそのように答弁していますし、法務省のサイトでもその
必要性を強調しています。

TOC条約（国連組織犯罪防止条約）は、テロ対策のための国際条約である。

日本は、国連のテロ防止関連条約を何本も結んでいる。

政府は、共謀罪（テロ等準備罪）はTOC条約（国連組織犯罪防止条約）の締
結のために必要だとしている。

共謀罪（テロ等準備罪）クイズ　初級編　2 問題 共謀罪（テロ等準備罪）クイズ　初級編　2 答えと解説

共謀罪（テロ等準備罪）は、凶悪な重大犯罪だけが対象となる。

凶悪な重大犯罪だけが対象とはいえません。たとえば「万引き」「学校の
壁に落書きする」「項目をつけかえて助成金を申請する」なども、対象と
なる犯罪に含まれています。


